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－1－

議案第７号

　（総則）

第１条　令和８年度羽生市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　(1)　給水戸数  戸

　(2)　年間総給水量  ㎥

　(3)　一日平均給水量  ㎥

　(4)　主要な建設改良事業 浄配水場整備工事、配水管布設工事、配水管改良工事及び配水管移設工事

事業費  千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　入

　第１款　水道事業収益  千円

　　第１項　営業収益  千円

　　第２項　営業外収益  千円

　　第３項　特別利益  千円

令和８年度　羽生市水道事業会計予算

１,５２６,３４１

５７,３９５

２

２５,５００

６,８８２,０００

１８,８５４

６９９,７１０

１,５８３,７３８



支　　　　出

　第１款　水道事業費用  千円

　　第１項　営業費用  千円

　　第２項　営業外費用  千円

　　第３項　特別損失  千円

　　第４項　予備費  千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５８７，４０８千円は、

　　　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８４，８４７千円、過年度分損益勘定留保資金１６７，００５千円、当年度分

　　　損益勘定留保資金３２１，２３０千円、建設改良積立金１４，３２６千円で補填するものとする。）。

収　　　　入

　第１款　資本的収入  千円

　　第１項　企業債  千円

　　第２項　他会計負担金  千円

　　第３項　固定資産売却代金  千円

　　第４項　工事負担金  千円

支　　　　出

　第１款　資本的支出  千円

　　第１項　建設改良費  千円

　　第２項　企業債償還金  千円

　　第３項　予備費  千円

１,００４,１４１

２２７,５４８

１,０００

６００,０００

５,２８０

１

４０,０００

１,２３２,６８９

１,４３７,４３７

１,３７９,８１８

５６,０６８

５５１

１,０００

６４５,２８１
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　（継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

千円

千円

千円

千円

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円 

　普通貸借又は  借入先の融資条件による。

　証券発行  （ただし、利率見直し方式で借入  ただし、財政その他の都合により繰上げ

 れる資金について、利率の見直し  償還し、又は償還年限を短縮し、若しく

 を行った後においては、当該見直  は低利債に借り換えることができる。

 し後の利率）  

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、１５０，０００千円と定める。

 起債の目的

建設改良事業

償　 還　 の　 方　 法

600,000

限　度　額 起債の方法 利　   率

１ 資本的支出 １ 建設改良費 中岩瀬配水場配水ポンプ更新事業
令和8年度

令和9年度

１ 資本的支出 １ 建設改良費
中岩瀬配水場配水池等増設工事
基本・詳細設計事業

令和8年度

令和9年度

款 項 事　業　名 総　額 年　度 年　割　額

79,200

184,800

66,000

99,000

年5.0％以内

264,000 千円

165,000 千円



　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(1)　営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　　　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　(1)　職員給与費 ９３，０３３  千円

　（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、１０，０００千円と定める。

　（重要な資産の取得）

第１１条　重要な資産の取得は、次のとおりとする。

種 類 名 称 数 量

　　令和８年２月２４日　提出

埼玉県羽生市長    河　田　晃　明　　

３，３９４㎡土 地取得する資産
水道事業用地

（羽生市中岩瀬、小松地内）
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予  定  額

1 水道事業収益 1,583,738

1 営業収益 1,526,341

1 給水収益 1,450,818 ・ 水道料金

2 加入金 72,479 ・ 水道加入金

3 その他営業収益 3,044 ・ 消火栓維持管理負担金等

2 営業外収益 57,395

1 受取利息及び配当金 0

2 他会計補助金 0

3 長期前受金戻入 24,511 ・ 長期前受金戻入

4 雑収益 5,919 ・ 下水道使用料徴収事務受託手数料等

5 消費税及び地方消費税還付金 26,965 ・ 消費税及び地方消費税還付金

3 特別利益 2

1 固定資産売却益 1

2 過年度損益修正益 1

令和８年度　　羽生市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

　　　　　　　　（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

収　　　　　　　　　入

款 項 目 備      考



予  定  額

1 水道事業費用 1,437,437

1 営業費用 1,379,818

1 原水及び浄水費 772,807 ・ 取水及び浄水諸経費

2 配水及び給水費 78,663 ・ 給配水管その他配水設備維持管理諸経費

3 総係費 182,490 ・ 水道事業運営総括的経費

4 減価償却費 343,742 ・ 固定資産減価償却費

5 資産減耗費 2,100 ・ 固定資産除却費及びたな卸資産減耗費

6 その他営業費用 16 ・ 材料売却原価等

2 営業外費用 56,068

1 支払利息及び企業債取扱諸費 56,060 ・ 企業債利息等

2 雑支出 8

3 特別損失 551

1 固定資産売却損 1

2 過年度損益修正損 550 ・ 過年度還付金

4 予備費 1,000

1 予備費 1,000

目

　　　　　　　　（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

支　　　　　　　　　出

款 項 備      考

－6－
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予  定  額

1 資本的収入 645,281

1 企業債 600,000

1 企業債 600,000 ・ 建設改良事業

2 他会計負担金 5,280

1 他会計負担金 5,280 ・ 消火栓設置工事負担金

3 固定資産売却代金 1

1 固定資産売却代金 1

4 工事負担金 40,000

1 工事負担金 40,000 ・ 国道125号バイパス整備工事負担金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　　入

　　　　　　　　（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

備      考款 項 目



予  定  額

1 資本的支出 1,232,689

1 建設改良費 1,004,141

1 配水管布設費 357,815 ・ 配水管布設替工事等

2 営業設備費 646,326 ・ 第2浄水場中央監視操作施設等更新工事等

2 企業債償還金 227,548

1 企業債償還金 227,548 ・ 企業債償還元金

3 予備費 1,000

1 予備費 1,000

支　　　　　　　　　出

　　　　　　　　（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

款 項 目 備      考
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（単位：千円、消費税及び地方消費税抜き）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△当年度純損失） 68,195

減価償却費 343,742

資産減耗費 2,000

長期前受金戻入 △ 24,511

受取利息 0

支払利息 56,060

固定資産売却損 1

未収金の増減額（△は増加） 332

貯蔵品の増減額（△は増加） △ 211

未払金の増減額（△は減少） △ 1,296

引当金の増減額（△は減少） 505

預り金の増減額（△は減少） 5,630

小計 450,447

利息の受取額 0

利息の支払額 △ 56,060

業務活動によるキャッシュ・フロー 394,387
 
２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 942,353

国庫補助金等による収入 40,000

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 5,280

固定資産売却収入 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 897,072
 
３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 600,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 227,548

財務活動によるキャッシュ・フロー 372,452
 
　  資金増加額（又は減少額） △ 130,233

　　資金期首残高 1,889,993

　　資金期末残高 1,759,760

令和８年度　羽生市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）



（１） 総　　括 （単位：千円）

（ 0 ）

退

（ 0 ）

退

（ 0 ）

退

＊　（　）は再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員に係る数値の外書です。

74,584

70,775

3,809
131

給          与          費

計職員手当給料

31,557

2,443

42,868

41,569

合   計

93,033

88,587

4,446

法定福利費

14,160

1,299

4,289

13,654

4,158

506

区分
職　　員　　数

特別職 一般職 報酬

29,114

本年度

手

当

の

内

訳

15 人 人 159
11

前年度 15 人 人
11

比較 0 人 人 67
0

92

扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当

本年度 2,772 2,836 472 336

給 与 費 明 細 書

300 963比較 714 159

18,282

管理職手当 時間外勤務手当区分

2,677 591 546 960

1,596

前年度 2,058

4,300

期末手当
勤勉手当

△ 119 △ 210 636

19,245

4,000
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－11－

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（ 0 ）

退

（ 0 ）

退

（ 0 ）

退

＊　（　）は再任用短時間勤務職員に係る数値の外書です。

　イ　会計年度任用職員

（ 0 ）

退

（ 0 ）

退

（ 0 ）

退

＊　（　）はパートタイム会計年度任用職員に係る数値の外書です。

0
0

0

0 0

合   計
給料 職員手当 計

0 0 0
0

0

4,289

13,654

4,158

506

131

法定福利費

給料 職員手当

前年度

職　　員　　数

特別職 一般職 報酬
区分

給          与          費

計

4,446

本年度 15 人 人 159 42,868
11

前年度 15 人 人 92
11

88,587

93,033

41,569

31,557

70,775

14,160

比較 0 人 人 67 1,299
0

合   計法定福利費

29,114

2,443

74,584

手
当
の
内
訳

区分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当

比較 714 159 △ 119

管理職手当

前年度 2,058 2,677 591

時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当

本年度 2,772 2,836 472 336 1,596 4,300 19,245

4,000 18,282

△ 210 636 300 963

区分 職　　員　　数
報酬

本年度 人 0

3,809

給          与          費

0

人 0

0

0
0

546 960

比較 人 0

0
0

0

0

0 0 0

手
当
の
内
訳

区分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当

比較 0 0 0

本年度 0 0 0 0 0

0 0 0

管理職手当 時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当

0

0 0 0 0

0

前年度 0 0 0 0



（２） 報酬、給料及び職員手当の増減額の内訳 （単位：千円）

給料表の改定

（令和7年度）平均3.3％

実施時期　 令和7年4月

　職員数の状況

本 年 度 11 人

前 年 度 11 人

増　　減 0 人

（３） 給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与

給　料

△ 2,689

1,299

区　分

2,560 平均昇給率2.74％

1,428

平 均 給 与 月 額 （円）

備　考説　明増減事由別内訳増減額（千円）

1,717

昇給に伴う増減分

期末・勤勉手当等の改正

異動等に伴う分

異動等に伴う分

職員手当

その他の増減分

給与改定に伴う増減分

制度改正に伴う増減分 726

2,443

その他の増減分

平 均 年 齢 （歳） ３６歳 ―

区　　　　　　　　　　　　分 技　能　労　務　職

―

令和８年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

令和７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） ―

平 均 給 与 月 額 （円） ―

平 均 年 齢 ４月（歳） ３８歳 ―

行　政　職

３１６，０９０

３８７，９６０

６月

３０８，１９０

３７６，６６０

―

－12－
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　イ　初任給

　ウ　級別職員数

級 級 級

人 ％ 1 人 ％ 人 ％

1 人 ％ 1 人 ％ 人 ％

* （  ）は再任用短時間勤務職員に係る数値の外書です。

（級別の標準的な職務内容）

区分
行　　　政　　　職

区　　　　　　　分

高　　　校　　　卒

大　　　学　　　卒

行　　政　　職　　（円）

２０６，７００

２３７，６００

技　能　労　務　職

職　員　数 構　成　比 職　員　数 構　成　比 職　員　数 構　成　比

 令和８年

 １月１日現在

１級 ５級
（　　）

4 36.4

４級
（　　）

3 27.3

（　　　）
１級

9.1

２級
（　　） （　　　）

６級
（　　） （　　　）

２級
1 9.1

３級
（　　） （　　　）

７級 ３級

（　　　）
計

（　　） （　　　）
計

2 18.2 11 100.0

 令和７年

 １月１日現在

１級
（　　） （　　　）

５級
（　　）

3 27.3

４級
（　　）

（　　　）
１級

9.1 9.1

２級
（　　） （　　　）

６級
（　　） （　　　）

２級
3 27.3 1 9.1

３級
（　　） （　　　）

７級 ３級

（　　　）
計

（　　） （　　　）
計

2 18.2 11 100.0

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

行政職
主事補
技師補

主事
技師

主任
係長
主査

課長補佐
副参事

課長
参事

部長
次長



　エ　昇給

職　員　数

昇給に係る職員数

2 号給

4 号給

6 号給

8 号給

号給

比　　率 ／

職　員　数

昇給に係る職員数

2 号給

4 号給

6 号給

8 号給

号給

比　　率 ／

　オ　期末手当・勤勉手当

（月分）

（ ） （ ） （ ）

4.650

（ ） （ ） （ ）

4.600

* （  ）は再任用短時間勤務職員に係る数値の外書です。

　カ　定年退職に係る退職手当（令和８年４月１日現在）

区　　　　　　分 合　計
代 表 的 な 職 種

行 政 職

10

11

（Ｂ） （人）

11

前
　
年
　
度

（Ａ） （人） 11

（人） 10

11

号 給 数 別 内 訳 （人）

技能労務職

本
　
年
　
度

（Ａ） （人） 11 11

（Ｂ） （人）

号 給 数 別 内 訳 （人）

11

（人）

（人） 11 11

（Ａ） （％） 100.0 100.0

（人）

（人）

11

（人） 1 1

（Ａ） （％） 100.0 100.0

（人）

備 考
６月 （月分） １２月 （月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

（Ｂ）

（Ｂ）

（人）

有
2.325 2.325

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の支給率等
区 分

支 給 期 別 支 給 率

前 年 度 有
2.300 2.300

本 年 度

区 分
20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者 最 高 限 度 そ の 他 の

備 考
（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 なし
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（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

千円 千円 千円 千円 千円 ％

8

9

計

千円 千円 千円 千円 千円 ％

8

9

計

企業債
損益勘定
留保資金

 前前年度末
 までの支払
 義務発生額

 前年度末ま
 での支払義
 務発生（見
 込）額

 当該年度支
 払義務発生
 予定額

継　続　費　に　関　す　る　調　書

　新規設定分

款 項 事業名

全　　体　　計　　画

年
度

年割額

左の財源内訳

１
資
本
的
支
出

１
建
設
改
良
費

中岩瀬配水場配水
ポンプ更新事業

千円 千円 千円

79,200 39,600 39,600

184,800

－ － 79,200 79,200 － 30.0

184,800

92,400 92,400 － － － －

99,000

184,800 70.0

264,000 132,000 132,000 － － 79,200 79,200

66,000 66,000 － 40.0１
資
本
的
支
出

１
建
設
改
良
費

中岩瀬配水場配水
池等増設工事基
本・詳細設計事業

千円 千円 千円

165,000 82,500 82,500 － －

－ －66,000 33,000 33,000

66,000

49,500 49,500 － － －

100.0

66,000

 当該年度末
 までの支払
 義務発生予
 定額

 翌年度以降
 の支払義務
 発生予定額

 継続費の総
 額に対する
 進捗率

99,000 100.0

－ 99,000 60.0



（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

千円 千円 千円 千円 千円 ％

7

8

計

千円 千円 千円 千円 千円 ％

7

8

計

　既設定分

款 項 事業名

全　　体　　計　　画

年
度

年割額

左の財源内訳
 前年度末ま
 での支払義
 務発生（見
 込）額

 当該年度支
 払義務発生
 予定額

 当該年度末
 までの支払
 義務発生予
 定額

 翌年度以降
 の支払義務
 発生予定額

 継続費の総
 額に対する
 進捗率

企業債
損益勘定
留保資金

 前前年度末
 までの支払
 義務発生額

１
資
本
的
支
出

１
建
設
改
良
費

第2浄水場中央監
視操作施設等更新
事業

千円 千円 千円

117,150 0 117,150

273,350

－ 117,150 － 117,150 － 30.0

200,000 73,350 － － 273,350 273,350 － 70.0

390,500 200,000 190,500 － 117,150 273,350 390,500 － 100.0

１
資
本
的
支
出

１
建
設
改
良
費

第1･2浄水場ろ過
ポンプ等更新事業

千円 千円 千円

50,490 0 50,490 － 50,490 － 50,490 － 30.0

117,810 168,300

117,810 0 117,810 － － 117,810

－ 100.0

117,810 － 70.0

168,300 0 168,300 － 50,490
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（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

千円 千円 千円 千円 千円 ％

7

8

計

　既設定分

款 項 事業名

全　　体　　計　　画

年
度

年割額

左の財源内訳

企業債
損益勘定
留保資金

 前前年度末
 までの支払
 義務発生額

 前年度末ま
 での支払義
 務発生（見
 込）額

 当該年度支
 払義務発生
 予定額

 当該年度末
 までの支払
 義務発生予
 定額

 翌年度以降
 の支払義務
 発生予定額

 継続費の総
 額に対する
 進捗率

１
資
本
的
支
出

１
建
設
改
良
費

管路耐震化・更新
計画策定事業

千円 千円 千円

5,775 5,775 0

13,475

－ 5,775 － 5,775 － 30.0

－

13,475 0 － － 13,475 13,475

100.0

－ 70.0

19,250 19,250 0 － 5,775 13,475 19,250



（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

16,572
水道料金調定システム・上下水道事業公営企業会計システム
導入業務

67,200 令和7年度 38,878
令和8年度から
令和12年度まで

16,572

金　　額 期　　間
損益勘定

収　　入 留保資金

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

金　　額
収 益 的

-

限 度 額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の

事　　　　　　　項

　既設定分

左 の 財 源 内 訳
支 払 義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 支 払 義 務 発 生 予 定 額

期　　間

－18－
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1 営業収益
 (1) 給水収益 1,131,923
 (2) 加入金 66,550
 (3) その他営業収益 11,009 1,209,482

2 営業費用
 (1) 原水及び浄水費 575,649
 (2) 配水及び給水費 62,832
 (3) 総係費 165,574
 (4) 減価償却費 330,304
 (5) 資産減耗費 2,090
 (6) その他営業費用 0 1,136,449
     営業利益 73,033

3 営業外収益
 (1) 受取利息及び配当金 1
 (2) 他会計補助金 141,869
 (3) 長期前受金戻入 25,602
 (4) 雑収益 5,728 173,200

4 営業外費用
 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 51,439
 (2) 雑支出 0 51,439 121,761
     経常利益 194,794

5 特別利益
 (1) 固定資産売却益 0
 (2) 過年度損益修正益 0 0

6 特別損失
 (1) 固定資産売却損 0
 (2) 過年度損益修正損 478
 (3) その他特別損失 0 478 △ 478

7 予備費
 (1) 予備費 1,000 1,000 △ 1,000
     当年度純利益（△当年度純損失） 193,316
　　 前年度繰越利益剰余金 960,288
　　 その他未処分利益剰余金変動額 0
　　 当年度未処分利益剰余金 1,153,604

令和７年度　羽生市水道事業会計予定損益計算書（前年度分）
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位：千円、消費税及び地方消費税抜き）



（単位：千円、消費税及び地方消費税抜き）

1 固定資産
 (1) 有形固定資産
     イ 土地 86,238
     ロ 立木 2,831 89,069
     ハ 建物 267,969
      　減価償却累計額 △ 184,300 83,669
     ニ 構築物 13,276,803
      　減価償却累計額 △ 7,130,993 6,145,810
     ホ 機械及び装置 4,930,080
      　減価償却累計額 △ 2,673,775 2,256,305
     ヘ 車両運搬具 6,081
      　減価償却累計額 △ 5,777 304
     ト 工具、器具及び備品 7,873
      　減価償却累計額 △ 7,479 394
     チ 建設仮勘定 95,125 95,125
        有形固定資産合計 8,670,676
 (2) 無形固定資産
     イ 電話加入権 203 203
        無形固定資産合計 203
        固定資産合計 8,670,879
2 流動資産
 (1) 現金・預金
     イ 現金・預金 1,889,993 1,889,993
 (2) 未収金
     イ 営業未収金 30,686
　　　　貸倒引当金 △ 5,589 25,097
 (3) 貯蔵品
     イ 原材料 27,299
     ロ 備品 1,175
     ハ 貯蔵量水器 813 29,287
        流動資産合計 1,944,377
        資産合計 10,615,256

    （令和８年３月３１日）

令和７年度　羽生市水道事業会計予定貸借対照表（前年度分）

資　　　産　　　の　　　部
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3 固定負債
 (1) 企業債
     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 4,298,622 4,298,622
        固定負債合計 4,298,622
4 流動負債
 (1) 企業債
     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 227,548 227,548
 (2) 未払金
     イ 営業未払金 68,110
　　 ロ その他未払金 75,883 143,993
 (3) 引当金
     イ 賞与引当金 5,990
     ロ 法定福利費引当金 1,153 7,143
 (4) 預り金
     イ 下水道預り金 28,152 28,152
        流動負債合計 406,836
5 繰延収益
 (1) 長期前受金 1,710,679
 (2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,079,924
        繰延収益合計 630,755
        負債合計 5,336,213

6 資本金
 (1) 資本金
     イ 固有資本金 8,719
     ロ 繰入資本金 347,100
     ハ 組入資本金 2,680,670 3,036,489
        資本金合計 3,036,489
7 剰余金
 (1) 資本剰余金
     イ 国庫県費補助金 11,588
     ロ 工事負担金 389,018
     ハ 受贈財産評価額 26,625
     ニ 他会計負担金 38,950
        資本剰余金合計 466,181
 (2) 利益剰余金
     イ 減債積立金 220,000
　　 ロ 建設改良積立金 402,769
     ハ 当年度未処分利益剰余金 1,153,604
        利益剰余金合計 1,776,373
        剰余金合計 2,242,554
        資本合計 5,279,043
        負債資本合計 10,615,256

資　　　本　　　の　　　部

負　　　債　　　の　　　部



注記（前年度分）
Ⅰ　重要な会計方針
　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　貯蔵品　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法
　　(1)有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　建物　　　　　　　10～50年
　　　　　構築物　　　　　　10～65年
　　　　　機械及び装置　　　８～50年
　　　　　車両運搬具　　　　４～５年
　　　　　器具及び備品　　　２～15年
　　(2)無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　定額法による。

　３　引当金の計上方法
　　(1)退職給付引当金
　　　　職員の退職手当については、毎事業年度支払う一定の負担金のみを公営企業が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する追加的な負担は、
　　　全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。
　　(2)賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。
　　(3)法定福利費引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
　　　いる。
　　(4)貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損実績率等に基づき、回収不能見積額を計上している。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。

Ⅱ　セグメント情報に関する注記
　１　報告セグメントの概要
　　(1)水道事業会計は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略している。

Ⅲ　その他の注記
　１　引当金の目的使用による取り崩し
　　(1)賞与引当金の目的使用による取り崩し
　　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当として１８，５５７千円を支給するため、賞与引当金５，９８５千円を取り崩した。
　　(2)法定福利費引当金の目的使用による取り崩し
　　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として３，５４３千円を支出するため、法定福利費引当金１，１５２千円を取り崩した。
　　(3)貸倒引当金の目的使用による取り崩し
　　　　当年度において、債権の不能欠損による損失として、貸倒引当金１，０６２千円を取り崩すことを見込んでいる。

－22－
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（単位：千円、消費税及び地方消費税抜き）

1 固定資産
 (1) 有形固定資産
     イ 土地 86,238
     ロ 立木 2,831 89,069
     ハ 建物 267,969
      　減価償却累計額 △ 188,876 79,093
     ニ 構築物 13,541,057
      　減価償却累計額 △ 7,367,271 6,173,786
     ホ 機械及び装置 5,494,534
      　減価償却累計額 △ 2,776,662 2,717,872
     ヘ 車両運搬具 6,081
      　減価償却累計額 △ 5,777 304
     ト 工具、器具及び備品 7,871
      　減価償却累計額 △ 7,479 392
     チ 建設仮勘定 183,710 183,710
        有形固定資産合計 9,244,226
 (2) 無形固定資産
     イ 電話加入権 203 203
        無形固定資産合計 203
        固定資産合計 9,244,429
2 流動資産
 (1) 現金・預金
     イ 現金・預金 1,759,760 1,759,760
 (2) 未収金
     イ 営業未収金 30,354
　　　　貸倒引当金 △ 5,808 24,546
 (3) 貯蔵品
     イ 原材料 27,418
     ロ 備品 1,175
     ハ 貯蔵量水器 905 29,498
        流動資産合計 1,813,804
        資産合計 11,058,233

令和８年度　羽生市水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）
    （令和９年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部



3 固定負債
 (1) 企業債
     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 4,668,995 4,668,995
        固定負債合計 4,668,995
4 流動負債
 (1) 企業債
     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 229,628 229,628
 (2) 未払金
     イ 営業未払金 66,814
     ロ その他未払金 52,832 119,646
 (3) 引当金
     イ 賞与引当金 6,213
     ロ 法定福利費引当金 1,208 7,421
 (4) 預り金
     イ 下水道預り金 33,782 33,782
        流動負債合計 390,477
5 繰延収益
 (1) 長期前受金 1,755,959
 (2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,104,436
        繰延収益合計 651,523
        負債合計 5,710,995

6 資本金
 (1) 資本金
     イ 固有資本金 8,719
     ロ 繰入資本金 347,100
     ハ 組入資本金 2,680,670 3,036,489
        資本金合計 3,036,489
7 剰余金
 (1) 資本剰余金
     イ 国庫県費補助金 11,588
     ロ 工事負担金 389,018
     ハ 受贈財産評価額 26,625
     ニ 他会計負担金 38,950
        資本剰余金合計 466,181
 (2) 利益剰余金
     イ 減債積立金 220,000
　　 ロ 建設改良積立金 388,443
     ハ 当年度未処分利益剰余金 1,236,125
        利益剰余金合計 1,844,568
        剰余金合計 2,310,749
        資本合計 5,347,238
        負債資本合計 11,058,233

負　　　債　　　の　　　部

資　　　本　　　の　　　部
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注記（当年度分）
Ⅰ　重要な会計方針
　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　貯蔵品　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法
　　(1)有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　建物　　　　　　　10～50年
　　　　　構築物　　　　　　10～65年
　　　　　機械及び装置　　　８～50年
　　　　　車両運搬具　　　　４～５年
　　　　　器具及び備品　　　２～15年
　　(2)無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　定額法による。

　３　引当金の計上方法
　　(1)退職給付引当金
　　　　職員の退職手当については、毎事業年度支払う一定の負担金のみを公営企業が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する追加的な負担は、
　　　全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。
　　(2)賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。
　　(3)法定福利費引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
　　　いる。　
　　(4)貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損実績率等に基づき、回収不能見積額を計上している。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。

Ⅱ　セグメント情報に関する注記
　１　報告セグメントの概要
　　(1)水道事業会計は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略している。

Ⅲ　その他の注記
　１　引当金の目的使用による取り崩し
　　(1)賞与引当金の目的使用による取り崩し
　　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当として１８，９７７千円を支給するため、賞与引当金６，２０９千円を取り崩すことを見込んでいる。
　　(2)法定福利費引当金の目的使用による取り崩し
　　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として３，６８３千円を支出するため、法定福利費引当金１，２０５千円を取り崩す
　　　ことを見込んでいる。
　　(3)貸倒引当金の目的使用による取り崩し
　　　　当年度において、債権の不能欠損による損失として、貸倒引当金１，４０２千円を取り崩すことを見込んでいる。



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区　　分 金 額

1 1,583,738 1,492,058 91,680

1 営業収益 1,526,341 1,351,565 174,776

1 給水収益 1,450,818 1,272,460 178,358

水道料金 1,450,818 ・ 水道料金

2 加入金 72,479 68,123 4,356

加入金 72,479 ・ 水道加入金

3 その他営業収益 3,044 10,982 △ 7,938

材料売却収益 11 ・ 材料売却収益

手数料 2,498 ・ 設計審査等手数料

他会計負担金 502 ・ 消火栓維持管理負担金

雑収益 33 ・ コピー代

2 営業外収益 57,395 140,491 △ 83,096

受取利息

及び配当金

預金利息 0

水道事業収益

（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

収　　　　　　　　入

節

1 0 0 0

款　項 目 比　較

令和８年度　　羽生市水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

説        明

－26－
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区　　分 金 額

2 他会計補助金 0 70,800 △ 70,800

他会計補助金 0

3 長期前受金戻入 24,511 25,712 △ 1,201

長期前受金戻入 24,511 ・ 長期前受金戻入

4 雑収益 5,919 6,112 △ 193

手数料 5,711 ・ 下水道使用料徴収事務受託手数料

不用品売却収益 1 ・ 不用品売却収益

その他雑収益 207 ・ 土地使用料等

5 消費税還付金 26,965 37,867 △ 10,902

消費税還付金 26,965 ・ 消費税及び地方消費税還付金

3 特別利益 2 2 0

1 固定資産売却益 1 1 0

固定資産売却益 1 ・ 固定資産売却益

過年度損益

修正益

過年度損益

修正益

款　項 目

・ 過年度損益修正益1

（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

比　較
節

説        明

2 11 0



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区　　分 金 額

1 1,437,437 1,327,377 110,060

1 営業費用 1,379,818 1,274,771 105,047

1 原水及び浄水費 772,807 672,211 100,596

給料 7,115 ・ 職員給 ２人

・ 扶養手当 312

・ 地域手当 446

・ 通勤手当 112

・ 時間外勤務手当 800

・ 期末手当 1,105

・ 勤勉手当 890

賞与引当金 ・ 期末手当 559

繰入額 ・ 勤勉手当 452

・ 共済組合負担金 2,005

・ 公務員災害補償負担金 40

法定福利費

引当金繰入額

旅費 5 ・ 普通旅費

被服費 6 ・ 作業着等

・ 消耗品費 609

・ 器具及び備品費 1,218

・

2,045

水道事業費用

（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

説        明

手当 3,665

1,011

備消品費 1,827

194 共済組合負担金

支　　　　　　　　出

款　項 目 比　較
節

法定福利費

－28－
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区　　分 金 額

・ 浄水場及び配水場等運転管理業務委託料 95,040

・ 電気計装設備点検業務委託料 18,700

・ 水質検査等業務委託料 15,692

・ 末端水質監視装置定期点検業務委託料 4,180

・ その他委託料等 6,080

手数料 528 ・ その他手数料

賃借料 62 ・ 借地料

修繕費 30,000 ・ 緊急対策修繕工事

・ 電力料金 97,900

・ 燃料費 476

薬品費 6 ・ 医薬品費

材料費 550 ・ 補修用材料費

負担金 25 ・ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習負担金

受水費 487,694 ・ 県水受水費

雑費 6 ・ 雑費

2 配水及び給水費 78,663 78,758 △ 95

給料 3,519 ・ 職員給 １人

・ 扶養手当 312

・ 地域手当 230

・ 通勤手当 51

・ 時間外勤務手当 1,000

・ 期末手当 579

・ 勤勉手当 446

手当 2,618

動力費 98,376

説        明款　項 目 比　較
節

（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

委託料 139,692



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区　　分 金 額

賞与引当金 ・ 期末手当 280

繰入額 ・ 勤勉手当 218

・ 共済組合負担金 1,125

・ 公務員災害補償負担金 20

法定福利費

引当金繰入額

旅費 7 ・ 普通旅費

被服費 6 ・ 作業着等

・ 消耗品費 93

・ 器具及び備品費 20

燃料費 336 ・ 車両用ガソリン代等

委託料 17,203 ・ 満期量水器交換委託料

・ 車検手数料 22

・ 法定点検手数料 27

・ 満期量水器購入費等 10,411

・ 配水管修繕工事費 39,000

・ 車検整備費等 264

路面復旧費 1,151 ・ 路面復旧工事費等

材料費 2,200 ・ 給配水管修繕材料費

雑費 47 ・ 自動車重量税等

共済組合負担金

備消品費

手数料 49

修繕費 49,675

（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

款　項 目 比　較
節

説        明

498

113

法定福利費 1,145

96 ・

－30－
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区　　分 金 額

3 総係費 182,490 191,120 △ 8,630

給料 19,762 ・ 職員給 ５人

・ 扶養手当 1,212

・ 地域手当 1,326

・ 住居手当 336

・ 通勤手当 210

・ 管理職手当 1,116

・ 時間外勤務手当 1,000

・ 期末手当 3,387

・ 勤勉手当 2,692

賞与引当金 ・ 期末手当 1,625

繰入額 ・ 勤勉手当 1,298

報酬 159 ・ 水道事業運営審議会委員報酬

・ 共済組合負担金 5,928

・ 公務員災害補償負担金 70

法定福利費

引当金繰入額

旅費 17 ・ 普通旅費

報償費 6 ・ 報償費

被服費 6 ・ 作業着等

・ 消耗品費 1,300

・ 器具及び備品費 1,780

燃料費 72 ・ 車両用ガソリン代

備消品費 3,080

手当 11,279

572 ・ 共済組合負担金

（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

説        明

法定福利費 5,998

款　項 目 比　較
節

2,923



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区　　分 金 額

光熱水費 80 ・ ガス料金

印刷製本費 2,403 ・ 水道料金等納入通知書兼領収証書等

・ 郵便料 4,349

・ 電話料等 2,762

・ 消防用設備保守点検業務委託料 154

・ 浄化槽保守点検業務委託料 39

・ 水道管路情報管理ｼｽﾃﾑ保守管理業務委託料 4,213

・ 検針等業務委託料 37,180

・ 口座振替データ伝送サービス委託料 1,017

・ コンビニ収納業務委託料 2,654

・ 配水管洗管業務委託料 24,750

・ 水道管路診断情報管理業務委託料 14,960

・ 水道料金調定システム改修業務委託料 5,142

・ 地方公営企業法会計支援業務委託料 820

・ 消費税申告支援業務委託料 1,161

・ 水道ビジョン・経営戦略策定業務委託料 20,422

・ その他委託料 165

・ 収納事務取扱手数料等 2,411

・ 車検手数料 11

・ その他手数料等 693

・ 水道総合システム賃借料 5,717

・ 土木積算システム使用料等 654

修繕費 1,276 ・ 管理棟修繕費等

補償金 10 ・ 補償金

食糧費 5 ・ 食糧費

手数料 3,115

112,677委託料

賃借料 6,371

通信運搬費 7,111

（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

款　項 目 比　較
節

説        明

－32－
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区　　分 金 額

厚生費 22 ・ テレビ受信料

・ 日本水道協会等負担金 236

・ 研修負担金 165

・ 退職手当負担金 3,041

・ 土地改良区目的外排水負担金 28

・ 自動車損害保険料 120

・ 火災保険料 120

・ 水道賠償責任保険料 318

貸倒引当金

繰入額

雑費 15 ・ 自動車重量税等

4 減価償却費 343,742 330,307 13,435

・ 建物減価償却費 4,577

・ 構築物減価償却費 236,278

・ 機械及び装置減価償却費 102,887

5 資産減耗費 2,100 2,300 △ 200

固定資産除却費 2,000 ・ 構築物等除却費

たな卸資産

減耗費

6 その他営業費用 16 75 △ 59

材料売却原価 10 ・ 給水装置用材料売却原価

雑支出 6 ・ 雑支出

有形固定資産
減価償却費

343,742

1,503 ・ 貸倒引当金繰入額

100 ・ たな卸資産減耗費

負担金 3,470

保険料 558

（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

款　項 目 比　較
節

説        明



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区　　分 金 額

2 営業外費用 56,068 51,055 5,013

支払利息及び

企業債取扱諸費

企業債利息 56,059 ・ 建設改良企業債利息

借入金利息 1 ・ 一時借入金利息

2 雑支出 8 13 △ 5

不用品売却原価 2 ・ 不用品売却原価

その他雑支出 6 ・ その他雑支出

3 特別損失 551 551 0

1 固定資産売却損 1 1 0

固定資産売却損 1 ・ 固定資産売却損

過年度損益

修正損

過年度損益

修正損

4 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0

予備費 1,000 ・ 予備費

過年度還付金550 ・

5,01851,04256,0601

2 550 550 0

（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

款　項 目 比　較
節

説        明
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区　　分 金 額

1 645,281 429,316 215,965

1 企業債 600,000 400,000 200,000

1 企業債 600,000 400,000 200,000

企業債 600,000 ・ 建設改良事業

2 他会計負担金 5,280 0 5,280

1 他会計負担金 5,280 0 5,280

他会計負担金 5,280 ・ 消火栓設置工事負担金

固定資産

売却代金

固定資産

売却代金

固定資産売却代金 1 ・ 固定資産売却代金

4 工事負担金 40,000 29,315 10,685

1 工事負担金 40,000 29,315 10,685

工事負担金 40,000 ・ 国道125号バイパス整備工事負担金

資本的収入

3 1 1 0

1 1 1 0

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

款　項 目 比　較
節

説        明



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区　　分 金 額

1 1,232,689 1,124,540 108,149

1 建設改良費 1,004,141 913,004 91,137

1 配水管布設費 357,815 316,189 41,626

給料 12,472 ・ 職員給 ３人

・ 扶養手当 936

・ 地域手当 834

・ 通勤手当 99

・ 管理職手当 480

・ 時間外勤務手当 1,500

・ 期末手当 2,201

・ 勤勉手当 1,732

賞与引当金 ・ 期末手当 997

繰入額 ・ 勤勉手当 784

・ 共済組合負担金 3,714

・ 公務員災害補償負担金 50

法定福利費

引当金繰入額

被服費 6 ・ 作業着等

備消品費 25 ・ 消耗品費

・ 工事設計委託料 49,940

・ 管路耐震化・更新計画策定業務委託料 13,475

（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

款　項 目 比　較
節

・

法定福利費 3,764

委託料 63,415

共済組合負担金

支　　　　　　　　出

説        明

手当 7,782

1,781

346

資本的支出
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区　　分 金 額

・ 配水管布設工事請負費 78,650

・ 配水管布設替工事請負費 84,700

・ その他工事請負費 103,620

負担金 1,248 ・ 退職手当負担金

雑費 6 ・ 雑費

2 営業設備費 646,326 596,815 49,511

量水器取付費 1,639 ・ 量水器取付費

・ 第2浄水場中央監視操作施設等更新工事 273,350

機械及び装置 ・ 第1・2浄水場ろ過ポンプ等更新工事 117,810

新設改良費 ・ 中岩瀬配水場配水ポンプ更新工事 79,200

・ 第2浄水場No.3配水池屋上防水更新工事 66,000

中岩瀬配水場配水池等増設工事

基本・詳細設計業務委託料

・ 用地測量業務委託料 5,500

・ 土地鑑定評価業務委託料 363

・ 物件調査積算業務委託料 1,650

・ その他設計業務委託料 5,500

公有財産購入費 24,308 ・ 土地購入費

雑費 6 ・ 雑費

補償、補填

及び賠償金

説        明

（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

工事請負費 266,970

款　項 目 比　較
節

5,000 ・ 物件移転等補償金

536,360

委託料 79,013

・ 66,000



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区　　分 金 額

2 企業債償還金 227,548 210,536 17,012

1 企業債償還金 227,548 210,536 17,012

企業債償還金 227,548 ・ 企業債償還元金

3 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0

予備費 1,000 ・ 予備費

（単位：千円、消費税及び地方消費税込み）

款　項 目 比　較
節

説        明
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